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１　渋川市総合計画策定条例

平成２８年３月９日

条例第６号

　（目的）

第１条　この条例は、総合計画の策定に関し必要な事項を定めることにより、

　総合的かつ計画的な市政の運営に資することを目的とする。

　（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

　めるところによる。

　（１）　総合計画　本市におけるあるべき姿及び進むべき方向についての

　　基本的な行政の運営指針となるもので、基本構想、基本計画及び実施計

　　画からなるものをいう。

　（２）　基本構想　本市の将来像及びこれを実現するための政策の大綱を

　　示したものをいう。

　（３）　基本計画　基本構想を実現するための基本的な施策を体系的に示

　　す計画をいう。

　（４）　実施計画　基本計画に定めたそれぞれの施策の具体的な実施方法

　　等を示す計画をいう。

　（総合計画の策定）

第３条　市長は、本市における総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、

　総合計画を策定するものとする。

　（審議会への諮問）

第４条　市長は、基本構想及び基本計画を策定し、又は変更しようとすると

　きは、あらかじめ、第８条第１項に規定する渋川市総合計画審議会に諮問

　するものとする。

　（議会の議決）

第５条　市長は、基本構想を策定し、又は変更しようとするときは、議会の

　議決を経なければならない。

　（総合計画との整合）

第６条　市長は、個別の行政分野における施策の基本的な計画を策定し、又

　は変更するに当たっては、総合計画との整合を図るものとする。

　（総合計画の公表）

第７条　市長は、総合計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを

　公表するものとする。



計画の推進

資料編

131

　（渋川市総合計画審議会）

第８条　総合計画に関する事項について審議するため、渋川市総合計画審議

　会（次項及び第４項において「審議会」という。）を置く。

２　審議会は、市長が委嘱する委員２２人以内をもって組織する。

３　委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合

　における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４　前３項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

　規則で定める。

　（委任）

第９条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

　市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、平成２８年４月１日から施行する。

　（渋川市総合開発審議会設置条例の廃止）

２　渋川市総合開発審議会設置条例（平成１８年渋川市条例第１４号）は、

　廃止する。
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２　策定体制

市
市長

（計画の決定）

庁議
（計画案の決定）

調整会議
（部局間調整）

専門部会

≪構成≫
関係部課長

プロジェクト
チーム

≪構成≫
市職員のうち委
員長が指名した
者

各　課

議員全員協議会…
報告

議案提案

議決

市議会

諮問

答申

総合計画審議会

≪構成≫
委員２２人以内をもって
組織し、次に掲げる者の
うちから市長が委嘱する。
・ 学識経験者
・ 各種団体の推薦を受け
た者

・ 公募市民

情報提供 意見

市民参画

・市民意識調査 ・中学生・高校生意識調査
・市民ワークショップ ・地区別・分野別懇談会
・市民意見公募

総合計画策定委員会
（計画案の作成）
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３　策定経過

期日 取組経過（概要）

平成２８年
１月２５日

５月２３日

６月

６月２１日

６月２５日
～７月　８日

６月２７日

・庁議
第２次渋川市総合計画策定方針について

・第１回策定委員会
市民参画について、今後の進め方について

・中学生・高校生意識調査実施
配布数：１，３５４通
回収数：１，３０４通（回収率９６．３％）

・議員全員協議会
第２次渋川市総合計画策定方針について

・市民意識調査実施
配布数：４，０００通
回収数：１，３７８通（回収率３４．５％）

・第１回専門部会　合同会議
第２次渋川市総合計画策定方針及び策定委員会設置要綱について、専
門部会の役割について、第２次渋川市総合計画策定作業年度内スケジ
ュールについて、渋川市総合計画の検証について

７月２１日
～８月１０日

７月２９日

８月　４日
・８月　８日

８月２２日

９月　２日
～９月　５日
９月２６日

・市民ワークショップ（高校生ワークショップ）
渋川高等学校、渋川女子高等学校、渋川青翠高等学校、渋川工業高等
学校でそれぞれ１回ずつ開催（６８人参加）

・平成２８年度第１回総合計画審議会
渋川市総合計画審議会の会長及び副会長の選任について、第２次渋川
市総合計画策定方針について

・第２回専門部会
市民意識調査（速報版）について、渋川市総合計画検証結果報告書に
ついて、施策の再構築について、平成２８年度地区別懇談会及び分野
別懇談会実施概要について

・第２回策定委員会
基本構想の考え方について

・市民ワークショップ（一般ワークショップ）
４回開催（５１人参加）

・議員全員協議会
第２次渋川市総合計画策定に係る市民意識調査結果等について
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期日 取組経過（概要）

９月２８日
～１０月　７日

１０月　３日
～１０月　６日

１０月　４日
・１０月　６日

１０月２４日

１１月　１日

１２月　９日

・地区別懇談会
渋川、金島、古巻、豊秋、伊香保、小野上、子持、赤城、北橘地区で
それぞれ開催（延べ２２０人参加）

・第３回専門部会
渋川市総合計画検証結果報告書（原案）について、第２次渋川市総合
計画前期基本計画について

・分野別懇談会
福祉・医療、コミュニティ、教育・文化・スポーツ、産業の４分野で
それぞれ開催（延べ１５５人参加）

・第３回策定委員会
渋川市総合計画審議会への諮問について

・平成２８年度第２回総合計画審議会
総合計画審議会への諮問（第２次渋川市総合計画について）、第２次渋
川市総合計画基本構想の考え方について

・議員全員協議会
第２次渋川市総合計画策定に係る市民参画の実施結果について

１２月１４日
～１２月２６日

平成２９年
１月１０日

１月２０日
～１月２６日

１月２７日

２月１３日

２月１４日
～２月１７日
３月１５日

・第４回専門部会
第２次渋川市総合計画前期基本計画施策検討調書の検討について

・第４回策定委員会
基本構想（素案）について

・第５回専門部会
第２次渋川市総合計画前期基本計画施策検討調書の検討について

・平成２８年度第３回総合計画審議会
第２次渋川市総合計画基本構想（素案）について

・第５回策定委員会
基本構想（素案）について

・第６回専門部会
第２次渋川市総合計画前期基本計画の検討について

・議員全員協議会
第２次渋川市総合計画基本構想の考え方について

４月１０日

４月２８日

・第６回策定委員会
渋川市総合計画中間検証結果報告書について、第２次渋川市総合計画
（素案）について、重点プロジェクトについて、平成２９年度専門部会
の体制について

・平成２９年度第１回総合計画審議会
第２次渋川市総合計画（素案）について
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期日 取組経過（概要）

５月　８日
～５月１２日

６月２０日

６月２６日
～７月１２日

７月　４日
・７月１１日

・第７回専門部会
渋川市総合計画中間検証結果報告書について、第２次渋川市総合計画
（素案）について

・議員全員協議会
第２次渋川市総合計画（案）の概要について

・地区別懇談会
渋川、金島、古巻、豊秋、伊香保、小野上、子持、赤城、北橘地区で
それぞれ開催（延べ２８７人参加）

・分野別懇談会
福祉・医療・スポーツ、コミュニティ、教育・文化、産業の４分野で
それぞれ開催（延べ９０人参加）

７月１０日
～７月１２日

７月２１日

７月２４日

８月　１日

８月２１日

８月３０日
～９月２９日
１０月１２日

１０月２０日

１１月　６日

１２月１２日

・第８回専門部会
渋川市総合計画中間検証結果報告書について、第２次渋川市総合
計画（案）について

・第９回専門部会
渋川市総合計画中間検証結果報告書について、第２次渋川市総合
計画（案）について

・第７回策定委員会
第２次渋川市総合計画（案）について

・平成２９年度第２回総合計画審議会
第２次渋川市総合計画（案）について

・第８回策定委員会
第２次渋川市総合計画（案）について

・市民意見公募
意見公募結果３１件（個人１人、団体４団体）

・第９回策定委員会
第２次渋川市総合計画（案）について

・平成２９年度第３回総合計画審議会
答申（案）について

・総合計画審議会からの答申
・庁議

第２次渋川市総合計画について

・平成２９年１２月市議会定例会
第２次渋川市総合計画基本構想議決
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４　渋川市総合計画審議会規則

平成２８年３月９日

規則第３４号

　（趣旨）

第１条　この規則は、渋川市総合計画策定条例（平成２８年渋川市条例第６

　号。以下「条例」という。）第８条第４項の規定により、渋川市総合計画

　審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

　めるものとする。

　（所掌事務）

第２条　審議会は、条例第４条の規定による諮問に答申し、並びに総合計画

　に関する事項について調査及び審議するものとする。

　（委員）

第３条　審議会の委員は、次に掲げる区分から市長が委嘱する。

　（１）　学識経験者

　（２）　各種団体の推薦を受けた者

　（３）　公募市民

　（会長及び副会長）

第４条　審議会に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選により定める。

２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたとき

　は、その職務を代理する。

　（会議）

第５条　審議会の会議（以下「会議」という。）は、市長が招集する。

２　会議は、会長がその議長となる。

３　会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

４　会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

　の決するところによる。

　（意見の聴取等）

第６条　審議会において必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に

　出席させ、その説明又は意見を聞くことができる。

　（庶務）

第７条　審議会の庶務は、企画部企画課において処理する。

　（補則）

第８条　この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

　市長が定める。

　　　附　則

　この規則は、平成２８年４月１日から施行する。
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５　渋川市総合計画審議会委員名簿

番号 氏名 所属 備考

1 ◎ 河藤　佳彦 公立大学法人高崎経済大学

2 ○ 結城　恵　 国立大学法人群馬大学

3 　 福田　順子
高橋　正人 群馬県北群馬渋川振興局 任期H28.7.1 ～ H29.4.23

任期 H29.4.24 ～

4 　 狩野　勇　 渋川市環境美化推進協議会

5 　 南雲　裕之 渋川広域森林組合

6 　 桑原　良雄 渋川市消防団

7 　 桑島　郁夫 渋川地区広域市町村圏振興整
備組合

8 　 川島　理　 一般社団法人渋川地区医師会

9 　 小澤　義孝 社会福祉法人渋川市社会福祉
協議会

10 　 今井　悦子 渋川市子ども会育成会連絡協
議会

11 　 水沢　淳　 渋川市体育協会

12 　 入澤　靖夫 渋川市文化協会

13 　 眞下　陽子 渋川市小中学校ＰＴＡ連絡協
議会

14 　 寺島　順一 渋川商工会議所

15 　 大森　隆博 一般社団法人渋川伊香保温泉
観光協会

16 　 関口　孝一 北群渋川農業協同組合

17 　 反町　英孝 連合群馬北部地域協議会

18 　 大澤　歳男 渋川市自治会連合会

19 　 戸塚　尚　
小林　正宗 一般社団法人渋川青年会議所 任期H28.7.1 ～ H29.4.23

任期 H29.4.24 ～

20 　 野村　時枝 渋川市女性団体連絡協議会

21 　 唐澤　裕美 公募委員

22 　 荻野　智恵 公募委員

（敬称略）

◎：会長　○：副会長
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６　渋川市総合計画審議会への諮問

企第２６号
平成２８年１１月１日

渋川市総合計画審議会
会長　河 藤 佳 彦 様

渋川市長　阿 久 津 貞 司

　　　第２次渋川市総合計画について（諮問）
　平成２３年の地方自治法の一部改正により総合計画（基本構想）の策定
義務が廃止されましたが、本市では、総合計画は、本市の総合的かつ計画
的な行政運営の指針を示すものであり、市民にまちづくりの長期的な展望
を示すものであることから、引き続き、第２次総合計画を策定することと
し、渋川市総合計画策定条例を制定しました。
　つきましては、第２次渋川市総合計画について、渋川市総合計画策定条
例第４条の規定に基づき、貴審議会の意見を伺います。
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７　渋川市総合計画審議会からの答申

平成２９年１０月２０日

渋川市長　髙木　勉　様

渋川市総合計画審議会　　
会長　河　藤　佳　彦　　

「第２次渋川市総合計画」について（答申）

　平成２８年１１月１日付け企第２６号で諮問のありました、「第２次渋
川市総合計画」について、渋川市総合計画審議会規則第２条の規定に基づ
き、当審議会において慎重に審議した結果、下記のとおり答申します。

記

　当審議会では、「第２次渋川市総合計画」を審議する中で、渋川らしさ
の強調や計画期間で重点的に取り組む姿勢・アプローチの強調、人口減少
対策への対応などを課題として挙げました。
　その結果、まちづくりの将来像を「やすらぎとふれあいに満ちた“ほっ
と”なまち」、その実現に向けた取組姿勢を「次世代が安心し、誇りを持
ち、暮らし、働けるまちづくり」、拠り所となる基本理念を「人・地域・
資源を　育む　結ぶ　創る」とすること、また、基本計画に重点プロジェ
クトを位置付けることなどにより、計画全体が渋川らしく体系的で実践的
なものとなりました。
　人口減少対策についても、「渋川市人口ビジョン」及び「渋川市まち・
ひと・しごと創生総合戦略」を踏まえ、それを効果的に推進する方策とし
て、雇用を生み出す新たな企業誘致の実施、交通利便性の向上による交流
人口の拡大、若者・子育て世代を始めとする幅広い世代の移住・定住の促
進などに取り組むことが盛り込まれました。
　このように、「第２次渋川市総合計画」は、当審議会での審議が反映さ
れたものとなっており、市民意識調査、地区別・分野別懇談会などの結果
も適切に採り入れられています。
　以上のことから、「第２次渋川市総合計画」は、今後１０年間において	
市 が 取り組んでいく政策の方向性や具体的施策などを示す市の最上位計
画として相応しい内容であると認められます。
　なお、「第２次渋川市総合計画」の推進に当たっては、市民、事業者、
各種団体などの意見を踏まえ、まちづくりの将来像「やすらぎとふれいあ
いに満ちた“ほっと”なまち」の実現に向けて取り組まれることを要望し
ます。
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８　施策の指標

№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

１－１　消防・防災対策の充実

１ 自主防災リーダーの認定者数 88人 148人 自主防災リーダーの認定者の累計

２ 防火水槽、消火栓設置数 1,723 基 1,825 基 防火水槽、消火栓設置数の累計

３ 消防団員数 621人 652人 消防団員数の合計

１－２　防犯体制の整備・充実

４ 刑法犯認知件数（暦年） 356件 300件 刑法犯認知件数の合計

５ 青色防犯パトロール実施回数 357回 450回 市及び防犯団体の青色防犯パトロー
ル実施回数の合計

６ 防犯灯設置数 7,355 基 7,510 基 防犯灯設置数の累計

１－３　交通安全対策の推進

７ 交通人身事故件数（暦年） 490件 344件 交通人身事故件数の合計

１－４　消費者生活の充実

８ 消費者啓発講座の受講者数 864人 975人 消費者啓発講座の受講者数の合計

１－５　定住環境の充実・促進

９ 市営住宅の改善整備率 63.2％ 100.0％ 整備済事業費／総事業費×１００

10 住宅耐震化率 59.5％ 80.0％ Ｓ ５６年６月以降建築の住宅（共同
住宅含む）／住宅総数×１００

11 空家活用数 ２件 25件 空家活用支援事業補助金の申請数の
累計

12 移住者住宅助成世帯数 45世帯 270世帯 移住者住宅助成世帯数の累計

１－６　安定した水の供給

13 老朽管の残延長 21,887m 16,000m 導水管、送水管、配水管の布設延長
により算出した残延長

14 有収率 77.7％ 83.0％ 年間有収水量／年間配水量×１００

１－７　汚水処理の充実

15 汚水処理人口普及率 84.6％ 89.4％ 供用開始区域内人口／住民基本台帳
人口×１００

１　安全・安心に暮らし続けられるまち【安全・安心、暮らし】
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

２－１　地域福祉の充実

16 支援員（ボランティア、生活支
援員）数 1,569 人 1,610 人

社会福祉協議会ボランティアセンタ
ーに登録しているボランティアと生
活支援員の合計

17 生活困窮者自立相談者のうち自
立に至る人の割合 8.3％ 13.3％ 自立（就労）に至った年間人数／年

間相談者×１００
２－２　子育て環境の充実

18 しぶかわファミリー・サポート・
センターの子育て支援会員数 195人 300人 ファミリー・サポート・センターの

子育て支援会員の登録数

19 利用者数が適正な放課後児童ク
ラブの割合 70.6％ 100.0％

利用者数が適正な放課後児童クラ
ブ数／市内放課後児童クラブ数×
１００

20 預かり保育利用実数 7,199 人 9,900 人 各園の年間預かり保育利用者数の合
計

21 子育て支援総合センターの１日
当たりの利用者数 36人 90人

子育て支援総合センター年間利用者
数／子育て支援総合センターの開設
日数

２－３　保健・医療の充実

22 胃がん検診受診率 13.0％ 50.0％ 胃がん検診年間受診者数／胃がん検
診対象者数×１００

23 乳幼児健康診査受診率
（１歳６か月健診） 97.2％ 100.0％

１歳６か月乳幼児健康診査受診者数
／１歳６か月乳幼児健康診査対象者
数×１００

24 食生活改善推進員数 168人 200人 食生活改善推進員数の合計

25 市内医療機関救急搬送比率 58.1％ 75.0％ 市内医療機関への救急搬送人数／市
内医療機関救急収容人数×１００

２－４　スポーツと健康づくりの推進

26 スポーツ施設の利用者数 533,169 人 592,514 人 各スポーツ施設の年間利用者数の合
計

27 県民体育大会入賞種目数 13種目 23種目 県民体育大会年間入賞種目数の合計

28 しぶかわスポーツクラブ教室参
加人数 0人 16,000 人 しぶかわスポーツクラブが開催する

各教室の年間参加人数の合計
２－５　高齢者福祉の充実

29 シルバー人材センター会員数 588人 620人 シルバー人材センター会員数

30 救急医療情報キット延べ配付数 3,305 個 3,966 個 救急医療情報キット延べ配付数

31 老人クラブ会員数 7,898 人 7,998 人 老人クラブ会員数

２－６　障害者（児）福祉の充実

32 手話奉仕員養成講座受講者数 入門課程 23人
基礎課程   8 人

入門課程 30人
基礎課程 20人

手話奉仕員養成講座年間受講者数の
合計

33 移動支援総時間数 7,141 時間 9,036 時間 年間移動支援総時間数

34 訪問系サービス給付月間総時間
数 2,123 時間 2,581 時間 各年３月末の訪問系サービス給付総

時間数の実績

２　健やかに育み支え合うまち【健康、福祉、スポーツ】
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

２－７　介護保険の充実

35 高齢者に関する総合相談件数 12,617 件 13,500 件 総合相談の年間件数

36
市民主体の介護予防活動（介護
予防ステーション等）の延べ実
施回数

820回 2,000 回 市民主体の介護予防活動の延べ実施
回数

２－８　国民健康保険制度の安定的な運営

37 国民健康保険税収納率
（現年課税分） 91.66％ 92.00％ 国民健康保険税年間収入済額（現年

課税分）／調定額×１００

38 １人当たり療養諸費費用額 352,134 円 422,300 円 療養諸費年間費用額（医療費１０割
分）／被保険者数

39 特定健診受診率 42.5％
（H27年度）

54.0％
（H33年度）

特定健診年間受診者数／特定健診対
象者数×１００

40 訪問診療実施件数 220件 231件 国民健康保険あかぎ診療所の年間訪
問診療実施件数
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

３－１　農林業の振興

41 認定農業者数 233人 260人 認定農業者数の合計

42 選別農薬農法による作付け面積 5,589a 6,100a 選別農薬農法による作付け面積の合
計

43 農地の利用集積面積 1,036ha 1,161ha 担い手の農地利用集積状況調査によ
る数値

44 林道・林業専用道の開設延長 138,603 ｍ 143,496 ｍ 森林整備計画に基づく林道・林業専
用道の開設延長の合計

３－２　工業の振興

45 製造品出荷額（暦年） 1,948 億円
（H26年）

2,098 億円 工業統計調査による数値

46 工場等設置奨励金延べ交付事業
所数 7事業所 13事業所 工場等設置奨励金を活用した延べ事

業所数
３－３　商業の振興

47 年間商品販売額（暦年） 1,595 億円
（H26年）

1,657 億円 商業統計調査による数値

48 新規創業支援者数 17人 20人 創業支援事業計画に基づく新規創業
支援者数の累計

49 渋川駅前通り周辺の空き店舗数 14店舗 7店舗 渋川駅前通り周辺の空き店舗数の合
計

３－４　観光の振興

50 市内観光客数 480万人 529万人 市が指定する市内観光施設やイベン
ト等の入込数の合計

51 市内宿泊者数 116万人 155万人 市内の主な宿泊施設の宿泊者数の合
計

52 観光周遊ルート設定数 12コース 17コース
東日本旅客鉄道 ( 株 )、市内タクシー
事業者、伊香保温泉旅館協同組合等
の各事業所と連携して設定した観光
周遊ルート数の合計

53 伊香保温泉外国人宿泊者数 10,877 人 21,900 人 渋川伊香保温泉観光協会による数値

３－５　勤労者対策の充実

54 有効求人倍率
（ハローワーク渋川管内） 0.81 倍 1.19 倍 ハローワークによる数値

55 就業援助相談件数 679件 800件 渋川すこやかプラザでの就業援助相
談件数の合計

３　魅力と活力があふれるまち【産業】
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

４－１　連携を強化する道路・橋りょうの整備

56 渋川都市計画道路の完成延長累
計 23.0km 25.0km 都市計画現況調査による数値

４－２　生活に身近な道路の整備

57 道路改良率 45.9％ 49.2％ 道路台帳による数値

58 舗装修繕延長 0ｍ 7,098 ｍ
道路の損傷や老朽化に対応するため
H２９年度に策定した道路舗装維持
修繕計画に基づく修繕工事の延長

59 橋りょう点検数 239橋 1,153 橋

橋りょう点検・補修計画表（一次
（Ｈ２６年度～ H３０年度）、二次
（H３１年度～H３４年度））に基づく、
点検実施橋りょう数の累計（Ｈ２８
年度末現在の橋りょう数６５４橋）

４－３　公共交通体系の充実

60 ＪＲ渋川駅の１日当たりの乗車
人員 3,407 人 3,500 人 東日本旅客鉄道 (株 ) による数値

61 乗合バス利用者数 203,311 人 212,000 人 市町村乗合バス運行費補助申請によ
る数値

４－４　計画的な土地利用と良好な市街地の形成

62 良好な市街地の形成に対する市
民満足度 12.4％ 36.7％ 市民意識調査による数値

４－５　公園の整備

63 遊具等の更新数 25施設 207施設 公園施設の更新数の累計

64 市有墓地の墓所数 785区画 875区画 整備済み延べ区画数

４－６　環境保全対策の推進

65 ＢＯＤ値（利根川坂東橋付近） 2.0mg/ℓ以下 2.0mg/ℓ以下 公共用水域の水質調査による数値

66 温室効果ガス削減率 0.0％ 5.0％ Ｈ２８年度温室効果ガス排出量に対
する削減率

４－７　ごみの減量化・再利用

67 家庭系ごみの１人１日当たりの
排出量 641g 612g

１日当たりの家庭系ごみの排出量の
総量／人口（リサイクルごみの排出
量は除く）

68 事業系ごみ１日当たりの排出量 30.0t 29.0t 事業系ごみ１日当たりの排出量の総
量

４　自然と調和した快適なまち【都市基盤、自然環境】
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

５－１　学校教育の充実

69 学習内容が分かると答える児童
生徒の割合 77.1％ 81.0％

全国学力学習状況調査の「学習が分
かりますか」という質問に対して、「分
かる」「だいたい分かる」と答える児
童生徒の割合

70 小中学校施設のトイレの洋式化
率 41.0％ 60.0％ 小中学校施設における洋便器数／総

便器数×１００
５－２　青少年の健全育成

71 放課後子ども教室の実施小学校
数 １校 ７校 放課後子ども教室を実施している小

学校数の合計

72 青少年１人当たりの体験学習参
加回数 1.21 回 1.50 回 青少年の体験学習参加者数／市内小

中学校児童生徒数
５－３　生涯学習の充実

73 公民館利用者数 272,000人 304,000人 市内１１公民館の利用者数の合計

74 生涯学習推進指導者養成講座の
延べ修了者数 22人 52人 Ｈ２６年度からの生涯学習推進指導

者養成講座修了者数の累計

75 １人当たり図書館資料利用点数 4.42 点 4.52 点
市立図書館、北橘図書館、各公民館
図書室で、年間に利用される図書及
び視聴覚資料の合計／人口

76 出前講座参加者数 2,915 人 3,280 人 出前講座参加者数の合計

５－４　地域文化の振興

77 文化財関連施設入場者数 31,237 人 38,000 人
赤城歴史資料館、北橘歴史資料館、
ハワイ王国公使別邸、埋蔵文化財セ
ンター入場者数の合計

78 美術館入場者数 12,297 人 15,000 人 渋川市美術館入場者数

79 文学館入場者数 5,532 人 8,000 人 徳冨蘆花記念文学館入場者数

80 市民会館入場者数 81,663 人 100,000人 市民会館入場者数

81 市民総合文化祭の参加団体数 168団体 174団体 市民総合文化祭の各部門の参加（発
表）団体数の合計

５　豊かな心と文化を育むまち【教育、文化】
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

６－１　市民との協働

82
市内ＮＰＯ法人のしぶかわＮＰＯ・
ボランティア支援センター利用
登録数

21団体 32団体
市内ＮＰＯ法人のしぶかわＮＰＯ・
ボランティア支援センター利用登録
数

６－２　人権意識の向上・平和な社会の推進

83
市内小学校６年生及び中学校２
年生を対象とした人権尊重ポス
ターの応募率

84.3％ 90.0％ 人権尊重ポスターに応募した小中学
校の児童生徒数／対象者×１００

84 人権に関する講座等の開催回数 40回 46回 各種人権に関する講座等の開催回数

85 平和映画上映会参加者数 147人 200人 平和映画上映会の参加者数

６－３　男女共同参画の推進

86 各種審議会等委員への女性登用
率 24.0％ 32.0％

地方自治法に基づく審議会等の委
員のうち女性委員数／全委員数×
１００

87 講座等の開催回数 12回 20回 男女共同参画に関する講座等の開催
回数

88
市民意識調査における設問「夫
は外で働き妻は家庭を守るべき
である」に反対またはどちらか
というと反対の回答割合

51.1％
（H24年度） 66.0％ 男女共同参画に関する市民意識調査

による数値

６－４　交流連携の強化と国際交流の推進

89 都市交流事業への参加者数 89人 150人 都市交流関連事業への参加者数の合
計

90 国際交流事業への参加者数 681人 850人
国際交流推進事業、海外友好・姉妹
都市交流事業、市国際交流協会にお
ける各種事業への参加者数の合計

６－５　情報共有の推進

91 ホームページのアクセス数 1,382,407 件 1,585,000 件 ホームページ訪問者数

92 渋川ほっとマップメール登録件
数 9,771 件 16,000 件 渋川ほっとマップメールの登録件数

93 市政情報コーナー配架書目数 134冊 331冊 市政情報コーナー文書目録に登載さ
れている書目数

６－６　情報化の推進

94 公共施設予約システムの登録施
設数 18施設 37施設 群馬県域公共施設予約システムで予

約可能な市内公共施設

95 無料Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備済市
有公共施設数 6施設 52施設 無料Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備済市有公

共施設数の合計

96 しぶかわ情報マップの地図情報
の種類 12種類 19種類 しぶかわ情報マップに掲載されてい

る地図情報数
６－７　適正な組織体制と健全な行財政運営

97 職員数 770人 713人
（H33年度）

職員数
（再任用短時間勤務職員を除く）

98 市税収納率 92.6％ 96.0％ 市税の収入済額／調定額×１００

99 地方債残高（一般会計） 392億8,220万円 340億円 地方債の残高

６　協働による持続可能なまち【自治、協働、行財政】
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№ 指標名 現状値
(H28年度 )

目標値
(H34年度 ) 備考

６－８　市有財産の適正な管理・運用

100 公共施設等の縮減率
（公共施設等の総延床面積）

-1.13％
（362,867.37㎡）

3.63％
（345,783.27㎡）

Ｈ２６年度の公共施設等総延床面積
からの縮減率

101 未利用財産の件数 82件 67件 未利用財産一覧表による数値

６－９　広域行政の推進・産学等との連携の推進

102 高等教育機関との連携事業数 25事業 50事業 高等教育機関と連携して行っている
事業数


